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デジタルトランスフォーメーション
（DX）とは？

　DXという言葉は、近年よく耳にしますが、単にICTを活用することやアナログであったものをデジタル化することとは意
味が異なります。
　経済産業省の「DX推進ガイドライン」では、「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活
用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセ
ス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること」と定義されています。
　実は、既存のビジネスプロセスを効率化するレベルではなく、市場環境や生活習慣までも大きく変化させる、時には破
壊的な変革をもたらす概念です。

デジタルトランスフォーメーションを
推進するためのガイドライン
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DXレポート 
～ITシステム「2025年の崖」
克服とDXの本格的な展開～

　現在のように急速にデジタル化が進む中では、あらゆる産業において、新
たなデジタル技術を利用してこれまでにないビジネス・モデルを展開する新
規参入者が登場し、ゲームチェンジが起きやすくなっている。「2025年の崖
」問題に代表されるレガシーシステムを抱える多くの企業の課題もあります
が、中小企業においても影響のある問題です。
　デジタルネイティブな後発の事業者がエリアやこれまでの産業の垣根を
越えて新たなサービスを打ち出した時、既存のサプライチェーンが崩壊して
しまう可能性が在ります。（破壊的イノベーション）

なぜ DX が必要か？

　日本国内では約６０％の企業がDXの検討を進めているが、「デジタル人財の
不足」「取り組むべきテーマ設定」「ICT環境整備」等の課題を抱えています。
　成功に導くためには、従来の業務改善プロセスを検討する担当に任せるの
ではなく、DXは経営と表裏一体であると認識し、DX戦略（経営戦略）を立案す
る必要があります。DXを推進することは、危機に対応することだけでなく新たな
ビジネスに打ち出す機会とも捉えることができますので検討してみてはいかがで
しょうか。

DX を成功に導くためのポイント

参考

　

景気動向
調査

　当所では、藤枝市内小規模事業所の経営動向を把握するため、四半期ごとに景況調査を実施しています。
　令和３年７～９月期の調査がまとまりましたので、概要を報告します。
※本調査は、製造業・建設業・卸売業・小売業・サービス業の５種200社を対象に行っています。今回の回収率67.0%

【主要な表現について】
○業況判断：調査対象企業が自らの業績に下した判断。
○ＤＩ値：（増加・好転と回答した割合）－（減少・悪化と回答した割合）悪化すればするほどＤＩ値は▲（マイナス）になります。

問合せ先　藤枝商工会議所　経営支援課　TEL：054-641-2000問合せ先　藤枝商工会議所　経営支援課　TEL：054-641-2000

業況 DI 値、建設業を除き低下

令和３年７～９月　中小企業景況調査　結果報告書
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▲

卸売業× サービス業●

業種別業況判断の動向表１
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業況判断の動向（表1）：全産業での業況は、DI値▲36.8で前回(2021年4月～ 6月)より18.9ポイント減少。今回は建設
業8.7ポイントで改善傾向を示し、製造・卸売・小売・サービス業は減少傾向を示しました。

全産業売上高の推移：前回▲11.1ポイント(2021年4月～ 6月)から23.2ポイント減少しました。小売業▲60.0ポイ
ント、消費者ニーズの変化への対応が課題として挙げられました。

全産業資金繰りの動向： 前回▲8.3ポイント(2021年4月～ 6月)から10.6ポイント減少しました。製造業▲37.5ポイン
ト、一部商品の仕入難および受注量の減少への対応が課題として挙げられました。

全 産 業 採 算 の 動 向：前回▲25.9ポイント(2021年4月～ 6月)から15.9ポイント減少しました。建設業を除く産業で
減少傾向を示しました。

全産業雇用人員の動向：前回4.8ポイント(2021年4月～ 6月)から5.0ポイント減少しました。サービス業▲9.1ポイン
トで人手不足感が強まりました。

管内全産業の業況
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